
 

 ○桑名・員弁広域連合規約  

（平成11年7月1日 三重県指令北桑企第65号）  

改正  平成13年7月3日県指令北企 第234号、      平成15年12月1日県指令北企 第362号  

平成16年12月3日県指令北企 第286号   平成17年4月1日規約 第1号  

 

平成19年3月30日県指令政策 第17-1090号  平成22年10月13日県指令政策 第17-503号 

（広域連合の名称）  

第１条 この広域連合は、桑名・員弁広域連合（以下「広域連合」という。）という。  

（広域連合を組織する地方公共団体）  

第２条 広域連合は、桑名市、いなべ市、木曽岬町及び東員町（以下「関係市町」とい

う。）をもって組織する。  

（広域連合の区域）  

第３条 広域連合の区域は、関係市町の区域とする。  

（広域連合の処理する事務）  

第４条 広域連合は、次に掲げる事務を処理する。  

（１）廃棄物処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）に基づくし尿処理施

設の設置、管理及び運営に関する事務  

（３）次に掲げる事項についての調査研究に関する事務  

ア 広域的な地域情報化の推進に関すること。  

   イ 地方分権の推進に関すること。  

（広域連合の作成する広域計画の項目）  

第５条 広域連合が作成する広域計画には、次の各号に掲げる項目について記載するも

のとする。  

（１）し尿処理施設の設置、管理及び運営に関する事務  

（２）広域的な環境保全に関する事務   

（３）次に掲げる事項についての調査研究に関する事務  

ア 広域的な地域情報化の推進に関すること。  

   イ 地方分権の推進に関すること。  

（広域連合の事務所の位置）  

第６条 広域連合の事務所は、三重県桑名市大字上之輪新田字永長707番地に置く。  

（広域連合の議会の組織）  

第７条 広域連合の議会の議員（以下「広域連合議員」という。）の定数は、17人とす

る。  

平成25年2月26日県指令地域　第06－644号

（２）広域的な環境保全に関する事務

（４）広域計画の期間及び改定に関する事務  



（広域連合議員の選挙の方法）  

第８条 広域連合議員は、関係市町の議会の議員のうちから、関係市町の議会において

選挙する。  

２ 関係市町において選挙すべき広域連合議員の定数は、次のとおりとする。  

（１）桑名市 10人  

（２）いなべ市 ４人  

（３）木曽岬町 １人  

（４）東員町 ２人  

３ 関係市町の議会における選挙については、地方自治法（昭和22年法律第67号）第118

条の例による。  

４ 広域連合の議会の解散があったとき又は広域連合議員に欠員が生じたときは、速や

かにこれを選挙しなければならない。 

（広域連合議員の任期）  

第９条 広域連合議員の任期は、関係市町の議会の議員としての任期による。  

（広域連合の議会の議長及び副議長）  

第１０条 広域連合の議会は、広域連合議員のうちから議長及び副議長1人を選挙しなけ

ればならない。  

２ 前項の議長及び副議長の任期は、広域連合議員の任期による。  

（広域連合の執行機関の組織）  

第１１条 広域連合に、広域連合長及び副広域連合長４人を置く。  

２ 広域連合に会計管理者を置く。  

（広域連合の執行機関の選任の方法）  

第１２条 広域連合長は、関係市町の長のうちから、関係市町の長が投票により、これ

を選挙する。  

２ 前項の選挙は、広域連合の事務所において行うものとする。  

３ 副広域連合長は、次に掲げる者をもって充てる。  

(1)広域連合長以外の関係市町の長  

(2)関係市町の副市町長  

４ 前項第２号の者は、広域連合議会の同意を得て選任する。  

５ 会計管理者は、広域連合長の属する関係市町の会計管理者をもって充てる。  

６ 広域連合長が欠けたときは、速やかに、これを選挙しなければならない。  

（広域連合の執行機関の任期）  

第１３条 広域連合長及び副広域連合長の任期は、関係市町の長及び副市町長としての

任期による。  

（補助職員）  

第１４条 広域連合に、第11条に規定するもののほか、この広域連合に必要な職員を置



く。  

（選挙管理委員会）  

第１５条 広域連合に、選挙管理委員会を置く。  

２ 選挙管理委員会は、4人の選挙管理委員をもってこれを組織する。  

３ 選挙管理委員は、関係市町の選挙権を有する者で、人格が高潔な者のうちから広域

連合の議会においてこれを選挙する。  

４ 選挙管理委員の任期は、4年とする。  

（監査委員）  

第１６条 広域連合に、監査委員3人を置く。  

２ 監査委員は、広域連合長が、広域連合の議会の同意を得て、人格が高潔で、広域連

合の財務管理、事業の経営管理その他行政運営に関し優れた識見を有する者（次項に

おいて「識見を有する者」という。）及び広域連合議員のうちから選任する。この場

合において、広域連合議員のうちから選任する監査委員の数は1人とする。  

３ 監査委員の任期は、識見を有する者のうちから選任される者にあっては4年とし、広

域連合議員のうちから選任される者にあっては広域連合議員の任期による。  

（広域連合の経費の支弁の方法）  

第１７条 広域連合の経費は、次に掲げる収入をもって充てる。  

（１）関係市町の負担金  

（２）事業収入  

（３）国及び県補助金  

（４）地方債  

（５）その他  

２ 前項第１号に規定する各関係市町の負担金の額は、広域連合の予算において定める

ものとし、その負担割合は、別表に掲げるとおりとする。  

（その他）   

第１８条 この規約の施行に関し必要な事項は、広域連合長が別に定める。

 附 則  

１ この規約は、平成11年7月1日から施行する。  

２ 三重県桑名地区広域市町村圏協議会規約は廃止する。  

附 則（平成13年県指令北企第234号）  

この規約は、地方自治法第291条の３第1項の規定による三重知事の許可のあった日から

施行する。  

附 則（平成15年県指令北企第362号）  

この規約は、三重県知事の許可のあった日から施行し、平成15年12月1日から適用する。

附 則（平成16年県指令北企第286号）  



この規約は、三重県知事の許可のあった日から施行し、平成16年12月6日から適用す

る。  

附 則（平成17年規約第1号）  

この規約は、平成17年4月1日から施行する。  

附 則  

（施行期日）  

１ この規約は、平成19年4月1日から施行する。  

（経過措置）  

２ この規約の施行の際現に在職する収入役は、その任期中に限り、なお従前の例によ

り在職するものとする。  

３ 前項の場合においては、変更後の規約第11条第２項及び第12条第５項の規定は適用せず、

変更前の規約第11条、第12条及び第13条中、収入役に係る規定は、なおその効力を有す

る。 

附 則（平成22年県指令政策第17-503号） 

この規約は、三重県知事の許可のあった日から施行する。 

 

 別表（第17条関係） 
 

処理事務              負担割合     

１ 廃棄物の処理及び清掃に関する法

律に基づくし尿処理施設の設置、管

管理及び運営に関する事務  

 

建設費 

広域連合の議会の議

決を経て、広域連合

長が別に定める。 

    

    

管理運営費 

３ 次に掲げる事項についての調査研

究に関する事務  

 ア 広域的な地域情報化の推進に関

すること。  

 イ 地方分権の推進に関すること。

 

 

全体事業費 

  

  （平成19年県指令政策第17-1090号）

附 則（平成25年県指令地域第06-644号） 

この規約は、平成25年4月1日から施行する。  

２　広域的な環境保全に関する事務 全体事業費

費目
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